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【公開版】 

１．本資料（Ｒ１）は，５月 17 日に提示した「建物・構築物の耐震設計における安全機

能の整理について Ｒ０」に対し，ヒアリングにおける主な指摘事項である「建物・

構築物のみならず，機電設備も含めて機能維持すべき要求事項の整理を，許可で約束

した安全機能から体系的に整理し示すこと」を踏まえ，記載内容を全面的に見直した

ものである。そのため，文中における下線による変更範囲の表記は省略とした。 
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１ . 概要  

本資料は，再処理施設及び MOX 燃料加工施設の第１回設工認申請のうち，

以下の添付書類における説明事項に関連し，耐震設計における機能維持を

考慮すべき安全機能について補足説明を行うものである。  

 

・再処理施設「Ⅳ－１－１  耐震設計の基本方針」，  

      「Ⅳ－１－１－８  機能維持の基本方針」  

 

・ MOX 燃料加工施設「Ⅲ－１－１  耐震設計の基本方針」，  

「Ⅲ－１－１－８  機能維持の基本方針」  

 

本資料では，再処理施設及び MOX 燃料加工施設の設備全般に対し，設備

に求められる安全機能と，上記添付書類に示す耐震設計における機能維持

設計項目との関係を整理した内容を説明する。  

なお，本資料は第２回申請以降の再処理施設及び MOX 燃料加工施設に対

しても適用し，廃棄物管理施設については別途整理するものとする。  

また，基準地震動Ｓｓを 1.2 倍した地震力に対する重大事故等の対策を

実施するために必要な機能（アクセスルートの確保等）の抽出は別資料に

て整理するものとする。  
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２．申請設備の安全機能と安全機能を担保するために必要な耐震設計上の機

能維持の体系的な整理の考え方  

当社施設は，安全性を確保するために異常の発生を防止すること，仮に

異常が発生したとしてもその波及，拡大を抑制すること，さらに，異常が

拡大すると仮定してもその影響を緩和する設計としており，当社施設の安

全性を確保するために必要な構築物，系統及び機器を「安全機能を有する

施設」としている。  

また，安全機能を有する施設のうち，その機能喪失により，公衆又は従

事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるもの及び設計基準事故時に公衆

又は従事者に及ぼすおそれがある放射線障害を防止するため，放射性物質

又は放射線が工場等外へ放出されることを抑制し又は防止する構築物，系

統及び機器から構成される施設を，安全上重要な施設としている。  

耐震設計上の機能維持については，基準地震動Ｓｓに対する安全機能の

保持が必要となる，耐震重要施設（Ｓクラス。重大事故等対処設備におい

ては常設耐震重要重大事故等対処設備）を適用対象とし必要な機能を維持

する設計としており，耐震重要施設は安全上重要な施設に包含されること

を踏まえ，本整理では，安全上重要な施設に着目し，安全上重要な施設が

有する安全機能と安全上重要な施設に該当する設備の関係から，耐震設計

上考慮すべき機能維持の観点を整理する。  

 

具体的には以下の整理を行う。  

Step1 事業変更許可申請書を基に，安全上重要な施設を整理する。 

（「 2.1 安全機能を踏まえた申請設備の分類」参照）  

    Step2 事業変更許可申請書を基に，安全上重要な施設の安全機能を

整理する。（「 2.2 安全機能の分類」参照）  

    Step3  Step2 で整理した安全機能が Step1 で整理した安全上重要

な施設のどの設備（または設備の組み合わせ）によって機能

が発揮されるかの関係性を整理する。（「 2.3 申請設備と安

全機能の対応整理」参照）  

    Step4 Step3 にて安全機能とその機能を発揮するために必要な設

備の関係が整理されることから，設備の特徴に着目するこ

とで，必要な耐震設計上考慮すべき機能維持の観点を洗い

出し，安全機能と耐震設計上考慮すべき機能維持の紐づけ

を行う。（「 2.4 安全機能の分類と機能維持との関係整理」

参照）  
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また，これらの整理結果を「 2.5 体系的な整理の考え方と耐震重要度

分類」に示すとともに，安全上重要な施設に対する整理結果をもとにした

重大事故等対処施設に対する整理を「 2.6 重大事故等対処施設にける安

全機能と機能維持の整理」に示す。  

 

2.1 安全機能を踏まえた申請設備の分類  

事業変更許可申請書では，以下の分類（再処理施設は 15 分類、 MOX 燃

料加工施設は 8 分類）に該当する設備を安全上重要な施設として整理し

ていることから，当該設備を踏まえて安全機能の分類との対応を整理する。

各分類に該当する設備の具体例は表１（再処理施設）及び表２（ MOX 燃料

加工施設）に示す。  

 

【再処理施設】  

（事業変更許可申請書  添付書類六「第 1.7.7－ 1 表  安全上重要な施設」より引用）  

 (1) プルトニウムを含む溶液又は粉末を内蔵する系統及び機器  

(2) 高レベル放射性液体廃棄物を内蔵する系統及び機器  

(3) 上記 (1)及び (2)の系統及び機器の換気系統及びオフガス処理系統  

(4) 上記 (1)及び (2)の系統及び機器並びにせん断工程を収納するセル等  

(5) 上記 (4)の換気系統  

(6) 上記 (4)のセル等を収納する構築物及びその換気系統  

(7) ウランを非密封で大量に取り扱う系統及び機器の換気系統  

(8) 非常用所内電源系統及び安全上重要な施設の機能の確保に必要な圧

縮空気等の主要な動力源  

(9) 熱的，化学的又は核的制限値を維持するための系統及び機器  

(10) 使用済燃料を貯蔵するための施設  

(11) 高レベル放射性固体廃棄物を保管廃棄するための施設  

(12) 安全保護回路  

(13) 排気筒  

(14) 制御室等及びその換気系統  

(15) その他上記各系統等の安全機能を維持するために必要な計測制御

系統，冷却水系統等  

 

【 MOX 燃料加工施設】  

（事業変更許可申請書  添付書類五「添５第１表  安全上重要な施設の分類」より引用）  

(1) プルトニウムを非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボ

ックス及びプルトニウムを非密封で取り扱う設備・機器であってグ
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ローブボックスと同等の閉じ込め機能  

(2) 上記 (1)の換気設備  

(3) 上記 (1)を直接収納する構築物及びその換気設備  

(4) ウランを非密封で大量に取り扱う設備・機器及びその換気設備  

(5) 非常用電源設備及び安全上重要な施設の機能の確保に必要な圧縮空

気等の主要な動力源  

(6) 核的，熱的及び化学的制限値を有する設備・機器及び当該制限値を

維持するための設備・機器  

(7) 臨界事故の発生を直ちに検知し，これを未臨界にするための設備・

機器  

(8) その他上記各設備等の安全機能を維持するために必要な設備・機器

等のうち，安全上重要なもの  

 

2.2 安全機能の分類  

安全上重要な施設は，その安全機能により以下のように分類される。  

異常の発生防止に係る放射性物質の閉じ込め機能に関し，静的な閉じ込

め機能については，放射性物質の保持機能と放出経路の維持機能の二つの

要素が含まれることから放射性物質の保持機能と放出経路の維持機能を

分けて整理する。また，動的な閉じ込め機能についても，放射性物質の捕

集・浄化機能と排気機能の二つの要素が含まれることから，放射性物質の

捕集・浄化機能と排気機能を分けて整理する。  

 

【再処理施設】  

（事業変更許可申請書  添付書類六「第 1.7.7－ 2 表  安全上重要な施設に係る安全

機能の分類」より引用）  

[異常の発生防止機能（ＰＳ） ] 

放射性物質の閉じ込め機能  

・静的な閉じ込め機能（放射性物質の保持及び放出経路の維持機能） 

・動的な閉じ込め機能（放射性物質の捕集・浄化及び排気機能）  

安全に係るプロセス量等の維持機能  

・火災，爆発，臨界等に係るプロセス量等の維持機能  

・掃気機能  

・崩壊熱等の除去機能  

体系の維持機能  

・核的制限値（寸法）の維持機能  

・遮蔽機能  

6



5 

安全上必須なその他の機能  

・落下・転倒防止機能  

異常の発生防止機能に係る支援機能  

 

[異常の拡大防止機能（ＭＳ） ] 

安全に係るプロセス量等の維持機能  

・熱的，化学的又は核的制限値等の維持機能  

異常の拡大防止機能に係る支援機能  

 

[影響緩和機能（ＭＳ） ] 

放射性物質の閉じ込め機能，放射性物質の過度の放出防止機能  

・静的な閉じ込め機能（放射性物質の保持及び放出経路の維持機能） 

・動的な閉じ込め機能（放射性物質の捕集・浄化及び排気機能）  

・ソースターム制限機能  

体系の維持機能  

・遮蔽機能  

安全上必須なその他の機能  

・事故時の放射性物質の放出量の監視機能  

・事故時の対応操作に必要な居住性等の維持機能  

影響緩和機能に係る支援機能   

 

【 MOX 燃料加工施設】  

（事業変更許可申請書  添付書類五「添５第１表  安全上重要な施設の分類」より引用）  

[異常の発生防止機能（ＰＳ） ] 

放射性物質の閉じ込め機能  

・静的な閉じ込め機能（放射性物質の放出経路の維持機能）  

・動的な閉じ込め機能（放射性物質の捕集・浄化及び排気機能）  

安全に係るプロセス量等の維持機能  

・爆発等に係るプロセス量等の維持機能  

体系の維持機能  

・核的制限値（寸法）の維持機能  

異常の発生防止機能に係る支援機能  

 

[異常の拡大防止機能（ＭＳ） ] 

閉じ込め機能の維持機能  

安全に係るプロセス量等の維持機能  
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異常の拡大防止機能に係る支援機能  

 

[影響緩和機能（ＭＳ） ] 

放射性物質の過度の放出防止機能  

・静的な閉じ込め機能（放射性物質の放出経路の維持機能）  

・動的な閉じ込め機能（放射性物質の捕集・浄化及び排気機能）  

影響緩和機能に係る支援機能   

 

2.3 申請設備と安全機能の対応整理  

2.1 項で示した申請設備の分類ごとに 2.2 項で示した安全機能との対応

関係を整理する。整理した結果を表１（再処理施設）及び表２（ MOX 燃料

加工施設）に示す。  

 

2.4 安全機能の分類と機能維持との関係整理  

2.3 で整理した結果をもとに，それぞれの分類における安全機能を維持

するためには，どのように耐震性を確保する必要があるか，機能維持方針

との関係性を整理する。具体的には，設工認申請書  添付書類「Ⅳ－１－

１－８  機能維持の基本方針」（ MOX 燃料加工施設においては「Ⅲ－１－

１－８  機能維持の基本方針」）に示す「 3.構造強度」，「 4．機能維持」の

各項目に対し，安全機能ごとにどの項目において安全機能維持のための耐

震性を確保するかを整理し，各項目に当てはまらない安全機能の有無につ

いて確認する。  

上記「 4.機能維持」との対応関係においては，規格基準や発電炉の実績

等も踏まえ，以下の考え方により整理を実施する。  

項目  該当する設備の考え方  対象機種  

動的機能  

維持  

地震時，地震後に動作機能の維持が要求される

可動部を有する回転機器・弁等の動的機器  

ポ ン プ ，

ブ ロ ワ ，

弁等  

電気的機能

維持  

地震時，地震後に動作機能の維持が要求される

伝送器，リレー，スイッチ等の各種器具や盤等

の機器  

盤 ， 計 測

装置等  

気密性の  

維持  

地震時，地震後に放射線業務従事者の放射線障

害防止，居住性の確保等の観点から，事故時に

放射性気体の放出，流入を防ぐことを目的とし

て機能維持が要求される建物・構築物  

建物・  

構築物  
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項目  該当する設備の考え方  対象機種  

遮蔽機能の

維持  

地震時，地震後に放射線業務従事者の放射線障

害防止，居住性の確保等の観点から，遮蔽機能

の維持が要求される建物・構築物  

建物・  

構築物  

支持機能の

維持  

地震時，地震後に被支持設備の機能確保の観点

から支持維持が要求される間接支持構造物  

建物・  

構築物  

閉じ込め  

機能の維持  

地震時，地震後に放射性物質が漏えいした場合

にその影響の拡大を防止するため，閉じ込め機

能の維持が要求される建物・構築物  

建物・  

構築物  

 

・静的な閉じ込め機能（放射性物質の保持機能）  

放射性物質の保持機能を有する設備は，主に塔槽類，配管等の設備

であり，設備の構造強度によりその機能を確保することができる。構

造強度については，安全機能の重要度に応じて分類した耐震重要度分

類に応じて確保する。（次項以降に示す安全機能において構造強度の確

保が必要となる設備については，耐震重要度分類に応じて確保するこ

とは同様であるため記載を省略する。）  

・静的な閉じ込め機能（放射性物質の放出経路の維持機能）  

放射性物質の放出経路の維持機能を有する設備は，主に換気設備や

オフガス設備の配管・ダクト，プルトニウムを含む溶液や高レベル放

射性液体廃棄物を内蔵する系統・機器を収納するセル等の設備であり，

設備の構造強度によりその機能を確保することができる。また，鉄筋

コンクリート造であるセル等は，地震時及び地震後において壁及び床

が諸室としての構成を喪失しないことで閉じ込め機能を維持する必要

がある。  

・動的な閉じ込め機能（放射性物質の捕集・浄化機能）  

放射性物質の捕集・浄化機能を有する設備は，高性能粒子フィルタ

やよう素フィルタ等の静的機器であり，設備の構造強度によりその機

能を確保することができる。  

・動的な閉じ込め機能（放射性物質の排気機能）  

排気機能を有する設備は，気体廃棄物の廃棄施設等の排風機であり

可動部を有する設備である。これらの設備は，構造強度に加え地震時

あるいは地震後に回転の動作を必要とする動的機能を維持する必要が

ある。  

・火災，爆発，臨界等に係るプロセス量等の維持機能  

火災，爆発，臨界等に係るプロセス量等の維持機能を必要とする設
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備は，計測制御設備のうち燃焼度計測装置，粉末缶 MOX 粉末重量確認

による粉末缶払出装置の起動回路等の設備であり，構造強度に加え電

気・計装系の機能が必要となることから電気的機能も維持する必要が

ある。また，MOX 燃料加工施設において水素・アルゴン混合ガス設備の

混合ガス水素濃度高により作動する混合ガス濃度異常遮断弁が含まれ

ているため，動的機能を維持する必要がある。  

・掃気機能  

掃気機能を有する設備には，可動部を有する安全圧縮空気系の空気

圧縮機が含まれる。本設備は，構造強度に加え地震時あるいは地震後

に可動部の動作を必要とする動的機能を維持する必要がある。  

・崩壊熱等の除去機能  

崩壊熱等の除去機能を有する設備には，安全冷却水系のポンプや高

レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気と冷却水の切替弁などの可動部を有する

設備が含まれる。これらの設備は，構造強度に加え地震時あるいは地

震後に可動部の動作を必要とする動的機能を維持する必要がある。  

その他の安全冷却水系の配管，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の燃料取出しピット，高レベル廃液ガラス固化建屋の収納管・通風

管等については静的機器であり，設備の構造強度によりその機能を確

保することができる。  

・核的制限値（寸法）の維持機能  

核的制限値（寸法）の維持機能を有する設備は，事業変更許可申請

書における各施設の臨界安全管理表に寸法が記載されている機器（溶

解槽，プルトニウム濃縮缶等）である。これらの設備は，構造強度に

加え変位・変形を制限するための強度を確保する必要がある。  

・遮蔽機能  

遮蔽機能を有する設備は，高レベル放射性液体廃棄物を内蔵する系

統・機器を収納するセル等であり，構造強度によりその機能を確保す

ることができる。また，鉄筋コンクリート造であるセル等は，遮蔽体

の形状及び厚さを確保し，地震後において貫通するひび割れが直線的

に残留しないこととすることで，遮蔽機能を維持する必要がある。  

・落下・転倒防止機能  

落下・転倒防止機能を有する設備は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

天井クレーンや高レベル廃液ガラス固化設備の固化セル移送台車等で

あり，構造強度によりその機能を確保することができる。  
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・熱的，化学的又は核的制限値等の維持機能  

熱的，化学的又は核的制限値等の維持機能を有する設備は，せん断

処理施設及び溶解施設に係る計測制御設備の燃料せん断長位置異常に

よるせん断停止回路や高レベル廃液濃縮缶加熱蒸気温度高による加熱

停止回路に係る遮断弁等であり，構造強度に加え動的及び電気的機能

を維持する必要がある。  

  ・閉じ込め機能の維持機能  

    閉じ込め機能の維持機能を有する設備は， MOX 燃料加工施設のグロ

ーブボックスにおいて火災が発生した場合に，グローブボックスの閉

じ込め機能の維持を行うための火災の感知・消火に係る火災防護設備

のグローブボックス温度監視装置，グローブボックス消火装置及び延

焼防止ダンパ・ピストンダンパであり，構造強度に加え動的及び電気

的機能を維持する必要がある。  

・ソースターム制限機能  

ソースターム制限機能を有する設備は，可溶性中性子吸収材緊急供

給回路及びせん断停止回路や漏えい液受皿から漏えい液を回収するた

めの系統等であり，構造強度に加え動的及び電気的機能を維持する必

要がある。  

・事故時の放射性物質の放出量の監視機能  

事故時の放射性物質の放出量の監視機能を有する設備は，主排気筒

の排気筒モニタであり，可動部を有するポンプや盤が含まれる。これ

らの設備は，構造強度に加え動的及び電気的機能を維持する必要があ

る。  

・事故時の対応操作に必要な居住性等の維持機能  

事故時の対応操作に必要な居住性等の維持機能を有する設備は，中

央制御室及び制御建屋中央制御室換気設備であり，可動部を有する送

風機が含まれる。これらの設備は，構造強度に加え地震時あるいは地

震後に回転の動作を必要とする動的機能を維持する必要がある。また，

重大事故時における居住性等の維持機能を必要とする鉄筋コンクリー

ト造の緊急時対策建屋は，遮蔽体の形状及び厚さを確保し，地震後に

おいて貫通するひび割れが直線的に残留しないこととすることで，遮

蔽機能を維持するとともに，地震動に対して機能を維持できる設計と

する換気設備とあいまって，気密性維持の境界において気圧差を確保

することで必要な気密性を維持する必要がある。  

その他，緊急時対策所には緊急時対策建屋情報把握設備等があるた

め，構造強度に加え電気的機能を維持する必要がある。  
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・異常の発生防止，拡大防止及び影響緩和機能に係る支援機能  

異常の発生防止，拡大防止及び影響緩和機能に係る支援機能に対応

する設備には，電気設備，安全蒸気系，安全圧縮空気系等がある。  

電気設備については，非常用所内電源系統の非常用ディーゼル発電

機や電気盤があり可動部を有する設備が含まれている。非常用ディー

ゼル発電機は，構造強度に加え，地震時あるいは地震後に可能部の動

作を必要とする動的機能を維持する必要がある。また，電気盤につい

ては，構造強度に加え，地震時あるいは地震後に電気的機能を維持す

る必要がある。  

安全蒸気系については安全蒸気ボイラ，安全圧縮空気系には空気圧

縮機があるため，構造強度に加え動的機能を維持する必要がある。  

 

上記に加え，それぞれの分類における安全機能を有する設備を支持する

建物・構築物については，地震動に対して，被支持設備の機能を維持でき

る構造強度を確保することで支持機能を維持する必要がある。  

 

以上の整理の結果，構造強度により機能を担保するもの以外で機能維持

が必要となる機能の項目は，設工認申請書  添付書類「Ⅳ－１－１－８  機

能維持の基本方針」（ MOX 燃料加工施設においては「Ⅲ－１－１－８  機

能維持の基本方針」）の「 4.機能維持」に示す項目において網羅できてい

ることを確認した。  

 

2.5 体系的な整理の考え方と耐震重要度分類  

2.4 項までの関係整理を踏まえ，安全上重要な施設に属する設備につい

て，安全機能の分類に対応する箇所に「〇」印を記載して整理したものを

表１（再処理施設）及び表２（ MOX 燃料加工施設）の上段に示す。  

また，上段の表で「〇」印で示した安全機能に対して，下段の表では，

その安全機能を具現化するための機能維持に対応する箇所に「〇」印を記

載して関係性を整理した。  

上段の表で整理した全ての安全機能は，いずれも下段の表の設工認申請

書  添付書類「Ⅳ－１－１－８  機能維持の基本方針」（ MOX 燃料加工施設

においては「Ⅲ－１－１－８  機能維持の基本方針」）における機能維持

の分類に対応しており，その対応関係は 2.4 に示したとおりである。  

構造強度については，各設備の安全重要度に応じた耐震重要度分類（Ｓ，

Ｂ，Ｃクラス。重大事故等対処設備の設備分類においては常設耐震重要重

大事故等対処設備，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故
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等対処設備）を設定して必要な強度を確保する設計としており，機能維持

に関しては，このうち基準地震動Ｓｓに対する安全機能の保持が必要とな

る，耐震重要施設（Ｓクラス。重大事故等対処設備においては常設耐震重

要重大事故等対処設備）を適用対象とし必要な機能を維持する設計として

いることから，本考え方に基づき機能維持の分類の対応関係を整理した。 

なお，支持機能に関しては，被支持設備の機能を維持するための建物・

構築物の間接支持機能であり，全般的に関連することから構造強度と同様

全てに対し「〇」印を記載した。  

 

2.6 重大事故等対処施設における安全機能と機能維持の整理  

重大事故等対処施設の安全機能は，設計基準対象施設の安全機能を代替

することを基本としていることから，施設の分類及び安全機能の分類は，

それぞれ 2.1 及び 2.2 に示した項目と同様とする。  

これを踏まえ，安全上重要な施設で整理した表１，表２を用い，事業変

更許可申請書  添付書類六「第 1.7.18－１表  主要な重大事故等対処設備

の設備分類」（ MOX 燃料加工施設においては添付書類五「添５第 28 表（２）  

主要な重大事故等対処設備の設備分類」）における，代替する機能を有す

る安全機能を有する施設の安全機能を重大事故等対処施設が有する安全

機能と整理し，同表において重大事故等対処施設の安全機能に該当する箇

所を「●」印で示して機能維持との関係を整理した。  

 

３．  安全機能を踏まえた構造強度及び機能維持の設計方針について  

3.1 構造強度  

3.1.1 構造強度上の制限  

当社施設の耐震設計については，安全機能を有する施設における各耐震

重要度分類及び重大事故等対処施設の設備分類に応じた設計用地震力が

加わった場合，これらに生じる応力とその他の荷重によって生じる応力の

合計値等を許容限界以下とする。  

許容限界は，施設の種類及び用途を考慮し，安全機能が維持できるよう

に十分に余裕を見込んだ値又は重大事故等に対処するための機能が維持

できる値とする。  

3.1.2 変位，変形の制限  

当社施設として設置される建物・構築物，機器・配管系の設計に当たっ

ては，剛構造とすることを原則としており，地震時にこれらに生じる応力

を許容応力値以内に抑えることにより，変位，変形に対しては特に制限を

設けなくても機能は十分維持されると考えられる。  

13



12 

地震により生起される変位，変形に対し設計上の注意を要する部分につ

いては，建屋間相対変位や形状寸法管理に対する配慮を行い，設備の機能

維持が十分果たされる設計とする。  

 

3.2 機能維持  

3.2.1 動的機能維持  

動的機能が要求される機器は，地震時及び地震後において，その機器に

要求される安全機能を維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要度

分類及び重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震力に対して，その機

能種別により回転機器及び弁に分類し，それぞれについて，機能維持を満

足する設計とする。  

地震時及び地震後に動作機能の維持が要求される回転機器及び弁につ

いては，安全機能を有する施設の耐震重要度分類に応じた地震動による応

答加速度が，加振試験等の既往の研究によって機能維持を確認した加速度

（以下「動的機能確認済加速度」という。）以下であること又は応答加速

度による解析等により機能維持を満足する設計とする。動的機能確認済加

速度を超える場合には，詳細検討により機能維持を満足する設計とする。 

適用形式を外れる場合は，地震時の応答加速度が地震動を模擬した加振

試験又は設備が十分に剛であることを踏まえ，地震動による応答を模擬し

た静的荷重試験によって得られる，機能維持を確認した加速度以下である

こと又は既往知見に基づいた解析により機能維持を満足する設計とする。 

 

3.2.2 電気的機能維持  

電気的機能が要求される機器は，地震時及び地震後において，その機器

に要求される安全機能を維持するため，安全機能を有する施設の耐震重要

度及び重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動による応答加速度

が各々の盤，器具等に対する加振試験等により機能維持を確認した加速度

以下であること又は解析による最大発生応力が許容応力以下であること

により，機能維持を満足する設計とする。  

 

3.2.3 気密性の維持  

気密性の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，放射線

業務従事者の放射線障害防止，再処理施設周辺の空間線量率の低減，居住

性の確保及び放射線障害から公衆を守るため，事故時に放射性気体の放出，

流入を防ぐことを目的として，安全機能を有する施設の耐震重要度分類及

び重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して構造強度を確
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認すること，及び同じく地震動に対して機能を維持できる設計とする換気

設備とあいまって，気密性維持の境界において気圧差を確保することで必

要な気密性を維持する設計とする。  

気密性の維持が要求される施設のうち，鉄筋コンクリート造の施設は，

施設区分に応じた地震動に対して，地震時及び地震後において，耐震壁の

せん断ひずみがおおむね弾性状態にとどまることを基本とする。その状態

にとどまらない場合は，地震応答解析による耐震壁のせん断ひずみから算

定した空気漏えい量が，設置する換気設備の性能を下回ることで必要な気

密性を維持する設計とする。  

 

3.2.4 遮蔽機能の維持  

遮蔽機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，放射

線業務従事者の放射線障害防止，再処理施設周辺の空間線量率の低減，居

住性の確保及び放射線障害から公衆を守るため，鉄筋コンクリート造とし

て設計することを基本とし，遮蔽機能の維持が要求される遮蔽設備につい

ては，安全機能を有する施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の

設備分類に応じた地震動に対して構造強度を確保し，遮蔽体の形状及び厚

さを確保することで，地震後における残留ひずみを小さくし，ひび割れが

ほぼ閉塞し，貫通するひび割れが直線的に残留しないこととすることで，

遮蔽機能を維持する設計とする。  

 

3.2.5 支持機能の維持  

機器・配管系等の設備を支持する機能の維持が要求される施設は，地震

時及び地震後において，被支持設備が安全機能を有する施設の場合は耐震

重要度分類及び重大事故等対処施設の設備分類に応じた地震動に対して，

以下に示すとおり，支持機能を維持する設計とする。  

建物・構築物の支持機能の維持については，地震動に対して，被支持設

備の機能を維持できる構造強度を確保する設計とする。  

Ｓクラス設備等の支持機能の維持が要求される建物・構築物が鉄筋コン

クリート造の場合は，基準地震動Ｓｓに対して，耐震壁の最大せん断ひず

みが構造強度上の許容限界を超えない設計とすること又は基礎等を構成

する部材に生じる応力若しくはひずみが構造強度上の許容限界を超えな

い設計とすることで，Ｓクラス設備等の支持機能が維持できる設計とする。

鉄骨造の場合は，基準地震動Ｓｓに対して，部材に発生する応力が構造強

度上の許容限界を超えない設計とすることでＳクラス設備等の支持機能

が維持できる設計とする。  
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Ｓクラスの機器・配管系の間接支持機能を求められる屋外重要土木構造

物については，地震動に対して，構造部材の曲げについては限界層間変形

角（層間変形角 1/100）又は終局曲率，せん断についてはせん断耐力を許

容限界とする。なお，限界層間変形角，終局曲率及びせん断耐力の許容限

界に対しては妥当な安全余裕をもたせることとする。その他の土木構造物

については，安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許

容限界とする。  

 

3.2.6 閉じ込め機能の維持  

閉じ込め機能の維持が要求される施設は，地震時及び地震後において，

放射性物質を限定された区域に閉じ込めるため，耐震重要度に応じた地震

動に対して構造強度を確保することで，当該機能が維持できる設計とする。 

再処理施設においては，放射性物質を限定された区域に閉じ込めるため，

放射性物質は貯槽に内蔵（一次閉じ込め）し，貯槽はセル等（二次閉じ込

め）に収納，セル等は建屋（三次閉じ込め）に設置するといった多重防護

により閉じ込める設計としている。また，それぞれ独立した気体廃棄物の

廃棄施設により，建屋，セル等，貯槽の順に気圧を低くすることで漏えい

及び漏えいの拡大を防止する設計としており，屋外への排気経路を適切に

維持することで放射性物質の閉じ込め機能を維持する設計としている。  

セル等は，地震時において二次格納施設のような厳格な気密性（気密バ

ウンダリ）を有するものではなく，気体廃棄物の廃棄施設により常時負圧

に維持することで放射性物質を動的に閉じ込める設計としているため，気

体廃棄物の廃棄施設は常時負圧にするため十分な容量を有するとともに，

系統全体として排気量のバランス調整が可能な設計としていることから，

セル等の構造強度を確保することで負圧状態を維持することが可能であ

る。  

このため，地震時及び地震後において，放射性物質が漏えいした場合に

その影響の拡大を防止するため，閉じ込め機能の維持が要求される壁及び

床が耐震重要度に応じた地震動に対して諸室としての構成を喪失しない

ことで閉じ込め機能が維持できる設計とする。  

 

また， MOX 燃料加工施設については， MOX 粉末を取り扱うグローブボッ

クスを地下階に設置すること及び核燃料物質を静置し安定な状態にする

ことにより，火災等の駆動力がなければ外部への放射性物質の放出に至ら

ないという特徴がある。このため，万一，グローブボックス排風機が停止

し，MOX 粉末が漏えいするおそれのある事象が発生した際は，加工工程の

16
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停止及び工程室排風機等の送排風機を停止する運用を行うことにより，地

下階において MOX 粉末を静置し，安定な状態に移行させる。上記におい

て，工程室のうち MOX 粉末を扱うＳクラスのグローブボックス等を直接

収納する構築物の区域は，地下階において MOX 粉末を静置し，漏えいの拡

大を防止するため，境界となる壁・床・天井は，基準地震動Ｓｓに対して

当該区域としての構成を喪失しない（境界となる壁・床・天井が崩壊しな

い）設計としている。なお，工程室境界に設置する扉についても，脱落し

ない設計としている。  
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表１．安全機能の分類に対する耐震設計上の機能維持⽅針の整理結果（再処理施設）

異常の発⽣防⽌機能（ＰＳ） 異常の拡⼤防⽌機能 （ＭＳ） 影響緩和機能 （ＭＳ） 
安全上必須なその他の
機能

安全に係るプロセス量
等の維持機能

体系の維持機能

 掃気機能 遮蔽機能 落下・転倒防⽌機能 遮蔽機能

保持機能 経路の維持機能 捕集・浄化機能 排気機能 保持機能 経路の維持機能 捕集・浄化機能 排気機能

(１) プルトニウムを含む溶液⼜は粉末を内蔵する系統及び機器

・溶解設備 溶解槽等、清澄・軽量設備 中継槽等、分離設備 溶解液中間貯槽等、分配設備 Pu分配塔等 〇● （○●） （○●） 〇●

・分離建屋⼀時貯留処理設備 第１⼀時貯留処理槽等、Pu精製設備 Pu溶液供給槽等 〇● （○●） （○●） 〇●

・精製建屋⼀時貯留処理設備 第１⼀時貯留処理槽等、U・Pu混合脱硝設備 硝酸Pu貯槽等 〇● （○●） （○●） 〇●

・U・Pu混合酸化物貯蔵設備 粉末⽸等、Puを含む溶液⼜は粉末の主要な流れを構成する配管 〇● 〇●

(２) ⾼レベル放射性液体廃棄物を内蔵する系統及び機器

・清澄・計量設備 清澄機等、分離設備 抽出塔等、離建屋⼀時貯留処理設備 第１⼀時貯留処理槽等 〇● （○●） （○●） 〇●

・⾼レベル廃液濃縮設備 ⾼レベル廃液供給槽等、⾼レベル廃液貯蔵設備 ⾼レベル濃縮廃液貯槽等 〇● （○●） （○●） 〇●

・⾼レベル廃液ガラス固化設備 ⾼レベル廃液混合槽等、⾼レベル廃液の主要な流れを構成する配管 〇● （○●） （○●） 〇●

(３) 上記(１)及び(２)の系統及び機器の換気系統及びオフガス処理系統

・せん断処理・溶解廃ガス処理設備、AA建屋塔槽類廃ガス処理設備、 〇● 〇●

・AB建屋塔槽類廃ガス処理設備 塔槽類廃ガス処理系等、AC建屋塔槽類廃ガス処理設備 塔槽類廃ガス処理系（Pu系）等 〇● 〇●

・CA建屋塔槽類廃ガス処理設備、KA建屋塔槽類廃ガス処理設備、⾼レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備、等 〇● 〇●

・安全上重要な施設の固気分離器からU・Pu混合脱硝建屋換気設備のGB・セル排気系統への接続部までの系統 〇 〇

・U・Pu混合脱硝設備 ⾼性能粒⼦フィルタ（空気輸送）、せん断処理・溶解廃ガス処理設備のよう素フィルタ等 〇 〇

・7.2節に粒⼦除去効率を記載した気体廃棄物の廃棄施設の⾼性能粒⼦フィルタ 〇 〇●

・上記の気体廃棄物の廃棄施設の排⾵機 〇 〇●

(４) 上記(１)及び(２)の系統及び機器並びにせん断⼯程を収納するセル等  

・上記(1),(2)の系統および機器を収納するセル及びグローブボックス並びにせん断セル 〇（●） ○（●） 〇（●） ○（●）

・Pu精製設備及びU・Pu混合脱硝設備の安全上重要な施設の配管を収納する⼆重配管の外管 〇 〇

・下記の洞道に設置する配管収納容器のうち、上記(1),(2)の配管を収納する配管収納容器
  AB建屋とAC建屋、AC建屋とCA建屋、AB建屋とKA建屋をそれぞれ接続する洞道

〇 〇

(５) 上記(４)の換気系統

・AA建屋換気設備 中継槽セル等、溶解槽セル等からの排気系、AB建屋換気設備 Pu溶液中間貯槽セル等からの排気系 〇● 〇●

・AC建屋換気設備 Pu濃縮⽸、GB等からの排気系、KA建屋換気設備 ⾼レベル濃縮廃液貯槽セル等からの排気系、等 〇● 〇●

・7.2節に粒⼦除去効率を記載した気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の⾼性能粒⼦フィルタ 〇 〇●

・⾼レベル廃液ガラス固化建屋換気設備 固化セル換気系の洗浄塔、ルテニウム吸着塔 〇 〇

・上記の気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の排⾵機 〇 〇●

(６) 上記(４)のセル等を収納する構築物及びその換気系統

・AA、AB、AC、CA、KA建屋 〇（●）

・AA、AB、AC、CA、KA建屋換気設備 汚染のおそれのある区域からの排気系 〇●

・7.2節に粒⼦除去効率を記載した気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の⾼性能粒⼦フィルタ 〇●

・上記の気体廃棄物の廃棄施設の換気設備の排⾵機 〇●

・下記の洞道のうち、上記(1),(2)の配管を収納する洞道
  AB建屋とAC建屋、AC建屋とCA建屋、AB建屋とKA建屋をそれぞれ接続する洞道

〇 〇

(７) ウランを⾮密封で⼤量に取り扱う系統及び機器の換気系統

(８) ⾮常⽤所内電源系統及び安全上重要な施設の機能の確保に必要な圧縮空気等の主要な動⼒源

・電気設備 ⾮常⽤所内電源系統 〇● ● 〇●

・蒸気供給設備 安全蒸気系 ○ 〇

・圧縮空気設備 安全圧縮空気系（かくはん等のために圧縮空気を供給する系統は除く。） ○●
〇●

（⽔素、計装）
〇●

（⽔素、計装）
〇●

（⽔素、計装）
(９) 熱的，化学的⼜は核的制限値を維持するための系統及び機器

・形状⼨法管理の機器 各施設の臨界安全管理表に⼨法が記載されている機器 〇●

・核的制限値を維持する計測制御設備及び動作機器 燃焼度計測装置、粉末⽸MOX粉末重量確認による粉末⽸払出装置の起動回路 〇

・せん断処理施設及び溶解施設に係る計測制御設備 燃料せん断⻑位置異常によるせん断停⽌回路、等 〇

・分離施設、精製施設に係る計測制御設備 Pu洗浄器アルファ線検出器の係数率による警報、等 〇

(10) 使⽤済燃料を貯蔵するための施設

・使⽤済燃料の受⼊れ施設及び貯蔵施設 燃料取出しピット、燃料仮置きピット、等 〇● 〇●

・使⽤済燃料受⼊れ・貯蔵建屋天井クレーン、バスケット仮置き架台 （○●） 〇

(11) ⾼レベル放射性固体廃棄物を保管廃棄するための施設

・KA建屋、KB建屋の収納管、通⾵管 〇

・KA建屋のガラス固化体除染室、検査室、貯蔵区域の遮蔽設備、KB建屋の貯蔵区域、受⼊れ室、床⾯⾛⾏クレーン、等 〇

(12) 安全保護回路

・⾼レベル廃液濃縮⽸加熱蒸気温度⾼による加熱停⽌回路、逆抽出塔溶液温度⾼による加熱停⽌回路、等 〇●

・可溶性中性⼦吸収材緊急供給回路及びせん断停⽌回路、固化セル移送台⾞上の質量⾼によるガラス流下停⽌回路 〇●

・還元ガス受槽⽔素濃度⾼による還元ガス供給停⽌回路、Pu洗浄器中性⼦計数率⾼による⼯程停⽌回路、等 〇

・外部電源喪失による建屋給気閉⽌ダンパの閉⽌回路（分離建屋、精製建屋）、固化セル圧⼒⾼による固化セル隔離ダンパの閉⽌回路 〇

(13) 排気筒

・気体廃棄物の廃棄施設 主排気筒 〇●

(14) 制御室等及びその換気系統

・中央制御室、制御建屋中央制御室換気設備 〇●＊３

(15) その他上記各系統等の安全機能を維持するために必要な計測制御系統，冷却⽔系統等

①計測制御設備 〇 〇●

②冷却設備 プール⽔冷却系、安全冷却⽔系、ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備等 〇●

 使⽤済燃料の受⼊れ施設及び貯蔵施設 補給⽔設備 〇● 〇●

③上記(4),(6),(10),(11)以外で遮蔽機能を有する設備 〇

④⽔素掃気⽤安全圧縮空気系、⽔素掃気を必要とする機器までの配管 〇●

⑤漏えい液受⽫から漏えい液を回収するための系統 〇●

⑥上記(12)の安全保護回路により保護動作を⾏う機器及び系統  ⾼レベル廃液濃縮⽸加熱蒸気温度⾼による加熱停⽌回路等 〇●

 可溶性中性⼦吸収材緊急供給系、ガラス溶融炉の流下停⽌系 〇●

 還元ガス受槽⽔素濃度⾼による還元ガス供給停⽌回答に係る遮断弁、等 〇

・外部電源喪失による建屋給気閉⽌ダンパ、固化セル圧⼒⾼による固化セル隔離ダンパの閉⽌回路 〇

⑦主排気筒の排気筒モニタ 〇●

⑧計装⽤安全圧縮空気系、計装⽤空気を必要とする計測制御設備までの配管 〇● 〇● 〇●

⑨上記(15)①の計測制御設備に係る動作機器 〇＊２ 〇＊２

⑩上記(3),(5),(6)の放射性物質の閉じ込め機能を⽀援する施設  加熱器、建屋吸気閉⽌ダンパ、セル内クーラ等 〇 〇

⑪⾼レベル廃液ガラス固化設備（固化セル移送台⾞） 〇

緊急時対策所（緊急時対策建屋の遮蔽設備，緊急時対策建屋換気設備等）＊１ ●

凡例：安全機能の分類に対応する箇所に〇印を記載、●印は重⼤事故等対処設備の安全機能に該当するものを⽰す。（）内は事業変更許可申請書において記載している直接的な安全機能ではないが、間接的に安全機能を有するものとして整理した。

＊１：緊急時対策所については代替する安全機能を有する施設がない常設耐震重要重⼤事故等対処施設であるため，個別に抽出した。

＊２：脱硝塔内部の温度低による硝酸ウラニル濃縮液の供給停⽌回路に係る遮断弁が該当するが、本設備の耐震クラスはBクラスである。

＊３：中央制御室遮蔽設備の耐震クラスはCクラスである。

【設⼯認申請書 添付書類「Ⅳ−１−１−８ 機能維持の基本⽅針」の各項に⽰す機能維持分類】
3.1 構造強度上の制限 （機器及び配管の⽀持構造物を含む） 〇● 〇● 〇 〇 〇 〇● 〇● 〇● 〇● 〇 〇● 〇● 〇● 〇● 〇● 〇● 〇● 〇● 〇（●） 〇● 〇● 〇●
3.2 変位，変形の制限 〇●
4.1 動的機能維持 〇 〇 〇 〇● 〇● 〇● 〇● 〇● 〇 〇● 〇●
4.2 電気的機能維持 〇 〇● 〇● 〇● 〇● 〇 ● 〇●
4.3 気密性の維持 ●
4.4 遮蔽機能の維持 〇（●） 〇（●） ●
4.5 ⽀持機能の維持 〇● 〇● 〇 〇 〇 〇● 〇● 〇● 〇● 〇 〇● 〇● 〇● 〇●  ● 〇● 〇● 〇● 〇（●） 〇● 〇● 〇●
4.6 閉じ込め機能の維持 〇（●） 〇（●）

凡例：上記機能維持分類に該当する設備がある場合に〇印を記載、●印は重⼤事故等対処設備に該当するものを⽰す。（）内は重⼤事故等対処設備ではないが、間接的に重⼤事故対処に必要な機能を有するものとして整理した。

                                            安全上重要な施設に係る安全機能の分類

    安全上重要な施設の分類

影響緩和機能に係る⽀
援機能

異常の拡⼤防⽌機能に
係る⽀援機能

放射性物質の閉じ込め機能 放射性物質の過度の放出防⽌機能 安全上必須なその他の機能

ソースターム制限機能
（安全に係るプロセス
量等の維持機能）

事故時の放射性物質の
放出量の監視機能

事故時の対応操作に必
要な居住性等の維持機
能

 静的な閉じ込め機能（放射性物質の保持及び 動的な閉じ込め機能（放射性物質の捕集・浄 ⽕災，爆発，臨界等に
係るプロセス量等の維
持機能

熱的，化学的⼜は核的
制限値等の維持機能

静的な閉じ込め機能（放射性物質の保持及び 動的な閉じ込め機能（放射性物質の捕集・浄

異常の発⽣防⽌機能に
係る⽀援機能

安全に係るプロセス量等の維持機能 体系の維持機能

崩壊熱等の除去機能 核的制限値（⼨法）の
維持機能

 放射性物質の閉じ込め機能

事
業

指
定

申
請

書
（
AD

RB
）

添
付

資
料

六
「

第
1.
7.
7−

1表
安

全
上

重
要

な
施

設
」

を
マ

ト
リ

ク
ス

形
式

に
て

表
記

安全機能分類を具現化するために必要となる維持機能に該当するものを抽出

18



表２．安全機能の分類に対する耐震設計上の機能維持⽅針の整理結果（MOX燃料加⼯施設）
異常の発⽣防⽌機能（ＰＳ） 異常の拡⼤防⽌機能 （ＭＳ） 影響緩和機能 （ＭＳ） 

安全に係るプロセ
ス量等の維持機能

安全に係るプロセ
ス量等の維持機能

安全上必須なその
他機能

捕集・浄化機能 排気機能 捕集・浄化機能 排気機能

・粉末調整⼯程のグローブボックス，ペレット加⼯⼯程のグローブボックス，貯蔵施設のグローブボックス等 〇 〇●

・焼結設備 焼結炉，⼩規模試験設備 ⼩規模焼結処理装置 〇 〇

・貯蔵容器⼀時保管設備  混合酸化物貯蔵容器 〇＊1 〇＊1

(2) 上記(1)の換気設備

放射性廃棄物の廃棄施設のグローブボックス排気設備
 ・グローブボックス排気設備のうち上記(1)に⽰すグローブボックスからグローブボックス排⾵機までの範囲

〇 〇●

放射性廃棄物の廃棄施設
 ・窒素循環設備（上記(1)に⽰すグローブボックスに関連する部分）

〇 〇

放射性廃棄物の廃棄施設のグローブボックス排気設備
 ・グローブボックス排気フィルタユニット
 ・グローブボックス排気フィルタ（上記(1)に⽰すグローブボックスに付随するもの。）

〇 〇●

放射性廃棄物の廃棄施設のグローブボックス排気設備
・グローブボックス排⾵機（排気機能の維持に必要な回路を含む）

〇 〇

(3)  上記(1)を直接収納する構築物及びその換気設備

次の部屋で構成する区域の境界の構築物
・ 原料受払室，原料受払室前室，粉末調整第１室，粉末調整第２室 等

〇

放射性廃棄物の廃棄施設の⼯程室排気設備
・⼯程室排気設備のうち上記の部屋から⼯程室排気フィルタユニットまでの範囲

〇●

放射性廃棄物の廃棄施設の⼯程室排気設備
・⼯程室排気フィルタユニット

〇●

(4) ウランを⾮密封で⼤量に取り扱う設備・機器及びその換気設備

・該当なし

(5)  ⾮常⽤電源設備及び安全上重要な施設の機能の確保に必要な圧縮空気等の主要な動⼒源

その他加⼯設備の附属施設
・⾮常⽤所内電源設備（安全上重要な施設に電気を供給する範囲）

〇● 〇●

(6)  核的，熱的及び化学的制限値を有する設備・機器及び当該制限値を維持するための設備・機器

・平板厚さを核的制限値とする以下の単⼀ユニットの⼊⼝のゲート(燃料棒検査ユニット，燃料棒⽴会検査ユニット)＊2 〇＊2

・焼結炉内部温度⾼による過加熱防⽌回路, ⼩規模焼結処理装置内部温度⾼による過加熱防⽌回路 〇

(7)  臨界事故の発⽣を直ちに検知し，これを未臨界にするための設備・機器

・該当なし

(8) その他上記各設備等の安全機能を維持するために必要な設備・機器等のうち，安全上重要なもの
・焼結設備（排ガス処理装置, 排ガス処理装置グローブボックス（上部）），⼩規模試験設備(⼩規模焼結炉排ガス処理装置, ⼩規模焼結炉排
ガス処理装置グローブボックス)

〇 〇

・混合ガス⽔素濃度⾼による混合ガス供給停⽌回路及び混合ガス濃度異常遮断弁（焼結炉系，⼩規模焼結処理系） 〇
・焼結設備（排ガス処理装置の補助排⾵機（安全機能の維持に必要な回路を含む））,⼩規模試験設備(⼩規模焼結炉排ガス処理装置の補助排
⾵機（安全機能の維持に必要な回路を含む）)

〇 〇

・⼀時保管ピット，原料ＭＯＸ粉末⽸⼀時保管装置，粉末⼀時保管装置，ペレット⼀時保管棚，スクラップ貯蔵棚，製品ペレット貯蔵棚，
燃料棒貯蔵棚，燃料集合体貯蔵チャンネル

〇＊3

・⼩規模焼結処理装置への冷却⽔流量低による加熱停⽌回路 〇

・グローブボックス温度監視装置 〇●

・グローブボックス消⽕装置（上記(1)に⽰すグローブボックスの消⽕に関する範囲） 〇●
・延焼防⽌ダンパ(上記(1)に⽰すグローブボックスの排気系に設置するもの。), ピストンダンパ（上記(1)に⽰すグローブボックスの給気系
に設置するもの。）

〇

・グローブボックス排気設備のうち上記(1)に⽰すグローブボックスの給気側のうち，グローブボックスの閉じ込め機能維持に必要な範囲 〇●

緊急時対策所（緊急時対策建屋の遮蔽設備，緊急時対策建屋換気設備等）＊5 ●

凡例：安全機能の分類に対応する箇所に〇印を記載、●印は重⼤事故等対処設備の安全機能に該当するものを⽰す。

＊1：当該安全機能を有するが，可搬型の運搬容器であることから、耐震クラスはノンクラスとしている。

 ＊2：通常運転における燃料棒の搬送に対する安全機能であり地震時は搬送を停⽌することで核燃料物質の異常な集積は発⽣しないことからから耐震クラスはBクラス(取り付ける装置に同じ)としている。

＊3：事業変更許可において，地震により安全に係る距離の維持機能が喪失しても，貯蔵施設の構成部材により核燃料物質は隔離されているため，核燃料物質が⼀箇所に集積することはなく事故に進展しないと整理していることから耐震設計上は構造強度上の制限としている。

＊4：事業変更許可において，主要な閉じ込め機能を有するグローブボックス等は負圧による空気の流れにより粉末等を閉じ込めるため放出経路の維持機能と整理している。

＊5：緊急時対策所については代替する安全機能を有する施設がない常設耐震重要重⼤事故等対処施設であるため，個別に抽出した。

【設⼯認申請書 添付書類「Ⅲ−１−１−８ 機能維持の基本⽅針」の各項に⽰す機能維持分類】

3.1 構造強度上の制限 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇● 〇 〇● 〇● 〇● 〇 ● 〇●

3.2 変位，変形の制限

4.1 動的機能維持 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇

4.2 電気的機能維持 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇

4.3 気密性の維持 ●

4.4 遮蔽機能の維持 ●

4.5 ⽀持機能の維持 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇● 〇 〇● 〇● 〇● 〇 ● 〇●

4.6 閉じ込め機能の維持 〇
凡例：上記機能維持分類に該当する設備がある場合に〇印を記載、●印は重⼤事故等対処設備に該当するものを⽰す。

(1)  プルトニウムを⾮密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス及びプルトニウムを⾮密封で取り扱う設備・機器であってグローブ
ボックスと同等の閉じ込め機能を必要とするもの

 静的な閉じ込め
機能（放射性物質
の放出経路の維持
機能）＊4

閉じ込め機能の維
持機能

核的制限値（⼨
法）の維持機能

体系の維持機能 放射性物質の閉じ込め機能                                            安全上重要な施設に係る安全機能の分類

    安全上重要な施設の分類

影響緩和機能に係
る⽀援機能

異常の拡⼤防⽌機
能に係る⽀援機能

事故時の対応操作
に必要な居住性等
の維持機能

動的な閉じ込め機能（放射性物質の
捕集・浄化及び排気機能）

爆発等に係るプロ
セス量等の維持機
能

動的な閉じ込め機能（放射性物質の
捕集・浄化及び排気機能）

異常の発⽣防⽌機
能に係る⽀援機能

放射性物質の過度の放出防⽌機能

静的な閉じ込め機
能（放射性物質の
放出経路の維持機
能）＊4

爆発等に係るプロ
セス量等の維持機
能

事
業

変
更

許
可

申
請

書
添

付
書

類
五

「
添

５
第

１
表

安
全

上
重

要
な

施
設

の
分

類
」

を
マ

ト
リ

ク
ス

形
式

に
て

表
記

安全機能分類を具現化するために必要となる維持機能に該当するものを抽出
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＜参考：安全機能と S クラス設計を行う設備との関係（再処理施設）＞ 

1 

安 全上 重要な 施設の  

安 全機 能  
PS/MS及び 条文  

事 業変 更許可 申請書  

耐 震設 計の基 本的な 考え 方  

Ｓ クラ ス設計 を  

行 う設 備（機 種）  

【 放射 性物質 の閉じ 込め

機 能， 放射性 物質の 過度

の 放出 防止機 能：安 重表

(1),(2),(3),(4),(5),(6)

,(13)(15)⑩】  

・ 静的 な閉じ 込め機 能

（ 放射 性物質 の保持 及び

放 出経 路の維 持機能 ）  

[異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

 

第 10条 ：閉じ 込めの 機能  

第 24条 ：廃棄 施設  

第 28条 ：換気 設備  

プル トニウ ムを含 む溶 液又 は粉 末

及 び高 レベル 廃液を 内蔵 する 機器

で 公衆 への影 響が大 きい （安 全評

価 で 5mSvを超 える） もの で事 故の

発 生防 止，影 響緩和 を行 う機 器は

耐 震Ｓ クラス  

・ 上記 以外の 公衆へ の影 響が 小さ

い ウラ ンを含 む溶液 又は 粉末 ，低

レ ベル 廃液等 は耐震 Ｂ／ Ｃク ラス

※  

・ 粉末 缶，混 合酸化 物貯 蔵容 器の

よ うな 可搬型 容器に 耐震 クラ スは

設 定し ない。  

 

※ 直接 外部へ の放出 によ る影 響が

小 さい ものは 耐震Ｂ ／Ｃ クラ ス

（ ウラ ン・プ ルトニ ウム を含 む粉

末 等）  

・ 容器  

・ 核燃 料物質 等取

扱 ボッ クス  

・ 建物 ・構築 物  

・ 排気 筒  

・ 主配 管  

・ 動的 な閉じ 込め機 能

（ 放射 性物質 の捕集 ・浄

化 及び 排気機 能）  

⇒ 影響 緩和機 能に係 る支

援 機能 を含む  

〔 捕集 ・浄化 〕  

・ 容器 （洗浄 ）  

・ フィ ルタ  

 

〔 排気 〕  

・ ファ ン  

・ 主要 弁  

【 安全 に係る プロセ ス量

等 の維 持機能 :安 重表

(9),(15)① ,⑨】  

・ 火災 ，爆発 ，臨界 等に

係 るプ ロセス 量等の 維持

機 能  

[異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

第 4条 ：核 燃料物 質の 臨界防 止  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

・ 使用 済燃料 受入れ 設備 及び ウラ

ン ・プ ルトニ ウム混 合脱 硝設 備の

脱 硝装 置等の 臨界を 防止 する ため

の 機器 のパラ メータ 計測 を行 う計

測 制御 設備は ，地震 によ り臨 界が

発 生し ないこ と及び これ らが 地震

に より 損傷し ても臨 界に 至る こと

は ない ため， 耐震Ｃ クラ ス  

－  

[異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

第 10条 ：閉じ 込めの 機能  

第 20 条： 計測制 御系 統施設  

・ 閉じ 込め機 能を維 持す る機 器の

パ ラメ ータ計 測を行 う計 測制 御設

備 とし て耐震 Ｓクラ ス  

・ 計装 ／放管 設備  

・ 主要 弁  

【 安全 に係る プロセ ス量

等 の維 持機能 :安 重表

(8),(15)④】  

・ 掃気 機能  

⇒ 一部 ，異常 の発生 防止

機 能に 係る支 援機能 を含

む  

[異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

第 11条 /第 35条： 火災 等によ る損

傷 の防 止  

・ プル トニウ ムを含 む溶 液又 は粉

末 及び 高レベ ル廃液 を内 蔵す る機

器 で公 衆への 影響が 大き い（ 安全

評 価で 5mSvを 超える ）も ので 事故

の 発生 防止を 行う機 器は 耐震 Ｓク

ラ ス ＊  

・ 容器  

・ 主配 管  

・ 圧縮 機  
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＜参考：安全機能と S クラス設計を行う設備との関係（再処理施設）＞ 

2 

安 全上 重要な 施設の  

安 全機 能  
PS/MS及び 条文  

事 業変 更許可 申請書  

耐 震設 計の基 本的な 考え 方  

Ｓ クラ ス設計 を  

行 う設 備（機 種）  

【 安全 に係る プロセ ス量

等 の維 持機能 :安 重表

(10),(11),(15)②】  

・ 崩壊 熱等の 除去機 能  

⇒ 異常 の発生 防止機 能に

係 る支 援機能 を含む  [異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

第 10条 ：閉じ 込めの 機能  

第 19 条： 使用済 燃料 貯蔵施 設等  

第 25 条： 保管廃 棄施 設  

・ 使用 済燃料 ，プル トニ ウム を含

む 溶液 又は粉 末及び 高レ ベル 廃液

を 内蔵 する機 器，高 レベ ル放 射性

固 体廃 棄物で 公衆へ の影 響が 大き

い （安 全評価 で 5mSvを超 える ）も

の で事 故の発 生防止 を行 う機 器は

耐 震Ｓ クラス  

・ ウラ ン・プ ルトニ ウム 混合 酸化

物 粉末 を貯蔵 する貯 槽ホ ール の冷

却 を行 う機器 は耐震 Ｓク ラス  

・ 燃料 貯蔵プ ール等 の崩 壊熱 除去

機 能の 支援を 行う設 備（ 補給 水設

備 ）は ，事故 発生防 止を 行う 機器

と 同等 の耐震 Ｓクラ ス  

・ 容器  

・ 主配 管  

・ ポン プ  

・ ファ ン  

・ 熱交 換器  

・ 主要 弁  

・ 建物 ・構築 物  

・ 計装 ／放管 設備  

【 体系 の維持 機能： 安重

表 (9)】  

・ 核的 制限値 （寸法 ）の

維 持機 能  

[異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

第 4条 ：核 燃料物 質の 臨界防 止  

・ 形状 寸法管 理を行 う機 器の う

ち ，そ の破損 又は機 能喪 失に より

臨 界事 故を起 こすお それ のあ る機

器 は耐 震Ｓク ラス  

 

・ 上記 以外は Ｂ／Ｃ クラ ス  

・ 容器  

・ ポン プ  

・ 建物 ・構築 物

（ ラッ ク）  

・ 運搬 容器（ 粉末

缶 等）  

【 体系 の維持 機能： 安重

表

(4),(6),(10),(11),(15)

② ③】  

・ 遮蔽 機能  
[異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

第 27 条： 遮蔽  

・ 使用 済燃料 ，高レ ベル 廃液 を内

蔵 する 機器， 高レベ ル放 射性 固体

廃 棄物 ，低レ ベル放 射性 固体 廃棄

物 で公 衆への 影響が 大き い（ 安全

評 価で 5mSvを 超える ）も ので 事故

の 発生 防止， 影響緩 和を 行う 機器

は 耐震 Ｓクラ ス  

・ 燃料 貯蔵プ ール等 の水 位維 持機

能 の支 援を行 う設備 （補 給水 設

備 ）は ，事故 発生防 止， 影響 緩和

を 行う 機器と 同等の 耐震 Ｓク ラス  

・ 上記 以外は Ｂ／Ｃ クラ ス  

・ 建物 ・構築 物

（ 遮蔽 設備）  

・ 容器 （燃料 貯蔵

プ ール 等含む ）  

・ ポン プ  

・ 主要 弁  

・ 主配 管  
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＜参考：安全機能と S クラス設計を行う設備との関係（再処理施設）＞ 

3 

安 全上 重要な 施設の  

安 全機 能  
PS/MS及び 条文  

事 業変 更許可 申請書  

耐 震設 計の基 本的な 考え 方  

Ｓ クラ ス設計 を  

行 う設 備（機 種）  

【 安全 上必須 なその 他の

機 能： 安重表 (10),(15)

⑪ 】  

・ 落下 ・転倒 防止機 能  [異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

第 18 条： 搬送設 備  

第 19 条： 使用済 燃料 貯蔵施 設等  

・ 使用 済燃料 及び高 レベ ル放 射性

固 体廃 棄物を 扱うク レー ン， 台車

は それ 自体が 放射性 物質 を内 蔵す

る もの ではな いこと から 耐震 Ｂ／

Ｃ クラ ス  

・ 固化 セル移 送台車 は溶 融ガ ラス

の 流下 時にお ける落 下・ 転倒 に伴

う 公衆 への影 響を考 慮し ，耐 震Ｓ

ク ラス  

・ 搬送 設備  

【 異常 の発生 防止機 能に

係 る支 援機能 ：安重 表

(8),(15)⑧⑩ 】  

⇒ 影響 緩和機 能に係 る支

援 機能 を含む  [異常 の発 生防止 機能 （ＰＳ ） ] 

第 10 条： 閉じ込 めの 機能  

第 24 条： 廃棄施 設  

第 20 条： 計測制 御系 統施設  

第 29 条： 保安電 源設 備  

・ 事故 の発生 防止行 う機 器の 支援

機 能で あるた め，事 故発 生防 止を

行 う機 器と同 クラス の耐 震Ｓ クラ

ス  

 

⇒ セル 内クー ラは， 事故 発生 防止

機 能に 加え， 影響緩 和機 能も 含

む 。  

・ 電源 盤  

・ 蓄電 池  

・ 無停 電電源 装置  

・ 圧縮 機  

・ ポン プ  

・ 熱交 換器  

・ 容器  

・ 主要 弁  

・ 主配 管  

【 安全 に係る プロセ ス量

等 の維 持機能 ：安重 表

(9)(12)(15)①⑥ ⑨】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[異常 の拡 大防止 機能 （ＭＳ ） ]

第 4条 ：核 燃料物 質の 臨界防 止  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

・ 臨界 事故に 至るお それ のあ る機

器 のパ ラメー タ計測 を行 う計 測制

御 設備 として 耐震Ｓ クラ ス  

・ 但し ，アル ファ線 検出 器は 構造

上 耐震 Ｓクラ スとす るこ とが 困難

で ある ことか ら故障 検知 警報 に係

る 計装 設備を 耐震Ｓ クラ ス  

・ 計装 ／放管 設備  

・ 主要 弁  

 

・ ウラ ン脱硝 設備の 脱硝 塔の 臨界

を 防止 する機 器のパ ラメ ータ 計測

を 行う 計測制 御設備 は， 公衆 への

影 響が 小さい ことか ら耐 震Ｂ クラ

ス であ り，計 測制御 設備 はそ の故

障 又は 機能喪 失して も公 衆へ の影

響 は小 さいこ とから 耐震 Ｃク ラス  

－  
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＜参考：安全機能と S クラス設計を行う設備との関係（再処理施設）＞ 

4 

安 全上 重要な 施設の  

安 全機 能  
PS/MS及び 条文  

事 業変 更許可 申請書  

耐 震設 計の基 本的な 考え 方  

Ｓ クラ ス設計 を  

行 う設 備（機 種）  

【 安全 に係る プロセ ス量

等 の維 持機能 ：安重 表

(9)(12)(15)①⑥ ⑨】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[異常 の拡 大防止 機能 （ＭＳ ） ] 

第 10条 ：閉じ 込めの 機能  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

・ 閉じ 込め機 能を維 持す るた めの

パ ラメ ータ計 測を行 う計 測制 御設

備 （漏 えい液 受皿， 廃ガ ス洗 浄塔

圧 力警 報等） として 耐震 Ｓク ラス  

・ 計装 ／放管 設備  

[異常 の拡 大防止 機能 （ＭＳ ） ]  

第 4 条 ：核燃 料物質 の臨 界防 止  

第 20 条： 計測制 御系 統施設  

第 22 条： 安全保 護回 路  

・ 核的 制限値 を維持 する ため に安

全 保護 動作を 行う安 全保 護回 路は

耐 震Ｓ クラス  

・ 計装 ／放管 設備  

・ 主要 弁  

[異常 の拡 大防止 機能 （ＭＳ ） ] 

第 11条 /第 35条： 火災 等によ る損

傷 の防 止  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

第 22条 ：安全 保護回 路  

・ 熱的 制限値 ，化学 的制 限値 を維

持 する ために 安全保 護動 作を 行う

安 全保 護回路 は耐震 Ｓク ラス  

・ 計装 ／放管 設備  

・ 主要 弁  

・ 還元 ガス受 槽水素 濃度 高に よる

還 元ガ ス供給 停止回 路は 放射 性物

質 を保 持する 機器で ある 還元 炉は

公 衆へ の影響 が小さ いこ とか ら耐

震 Ｂク ラスで あり， 安全 保護 回路

は その 故障又 は機能 喪失 して も公

衆 への 影響は 小さい こと から 耐震

Ｃ クラ ス  

 

・ 還元 ガス受 槽水素 濃度 高に よる

還 元ガ ス供給 停止回 路は 放射 性物

質 を保 持する 機器で ある 還元 炉は

公 衆へ の影響 が小さ いこ とか ら耐

震 Ｂク ラスで あり， 安全 保護 回路

は その 故障又 は機能 喪失 して も公

衆 への 影響は 小さい こと から 耐震

Ｃ クラ ス  

－  

[異常 の拡 大防止 機能 （ＭＳ ） ] 

第 10条 ：閉じ 込めの 機能  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

第 22条 ：安全 保護回 路  

 

・ 閉じ 込め機 能を維 持す るた めに

安 全保 護動作 を行う 安全 保護 回路

は 耐震 Ｓクラ ス  

・ 計装 ／放管 設備  

・ 主要 弁  
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5 

安 全上 重要な 施設の  

安 全機 能  
PS/MS及び 条文  

事 業変 更許可 申請書  

耐 震設 計の基 本的な 考え 方  

Ｓ クラ ス設計 を  

行 う設 備（機 種）  

【 安全 に係る プロセ ス量

等 の維 持機能 ：安重 表

(9)(12)(15)①⑥ ⑨】  

[異常 の拡 大防止 機能 （ＭＳ ） ] 

第 10条 ：閉じ 込めの 機能  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

第 22条 ：安全 保護回 路  

・ 焙焼 炉／還 元炉ヒ ータ 部温 度高

に よる 加熱停 止回路 は放 射性 物質

を 保持 する機 器であ る焙 焼炉 ／還

元 炉は 公衆へ の影響 が小 さい こと

か ら耐 震Ｂク ラスで あり ，安 全保

護 回路 はその 故障又 は機 能喪 失し

て も公 衆への 影響は 小さ いこ とか

ら 耐震 Ｃクラ ス  

－  

【 異常 の拡大 防止機 能に

係 る支 援機能 ：安重 表

(8)(15)⑧ 】  

[異常 の拡 大防止 機能 （ＭＳ ） ] 

第 4 条 ：核燃 料物質 の臨 界防 止  

第 10 条： 閉じ込 めの 機能  

第 11条 /第 35条： 火災 等によ る損

傷 の防 止  

第 20 条： 計測制 御系 統施設  

事 故の 拡大防 止行う 機器 の支 援機

能 であ るため ，事故 の拡 大防 止を

行 う機 器と同 クラス の耐 震Ｓ クラ

ス  

・ 圧縮 機  

・ 容器  

・ 主要 弁  

・ 主配 管  

【 放射 性物質 の過度 の放

出 防止 機能： 安重表

(8),(12),(15)⑤ ⑥】  

・ ソー スター ム制限 機能  

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

第 4 条 ：核燃 料物質 の臨 界防 止  

第 10 条： 閉じ込 めの 機能  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

第 22条 ：安全 保護回 路  

・ 放射 性物質 の過度 の放 出防 止機

能 を維 持する ために 安全 保護 動作

を 行う 安全保 護回路 は耐 震Ｓ クラ

ス  

・ 計装 ／放管 設備  

・ 主要 弁  

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

第 10 条： 閉じ込 めの 機能  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

・ 放射 性物質 の過度 の放 出防 止機

能 を維 持する ための 漏え い液 受皿

か らの 回収系 統とし て耐 震Ｓ クラ

ス  

・ ボイ ラ  

・ 容器  

・ ポン プ  

・ 主配 管（可 搬型

ホ ース を含む ）  

【 安全 に係る プロセ ス量

等 の維 持機能 ：安重 表

(12)(15)⑥⑩ 】  

 

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

第 10 条： 閉じ込 めの 機能  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

第 22条 ：安全 保護回 路  

・ 固化 セルの 閉じ込 め機 能を 維持

す るた めに安 全保護 動作 を行 う安

全 保護 回路は 耐震Ｓ クラ ス  

・ 計装 ／放管 設備  

・ 主要 弁  
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6 

安 全上 重要な 施設の  

安 全機 能  
PS/MS及び 条文  

事 業変 更許可 申請書  

耐 震設 計の基 本的な 考え 方  

Ｓ クラ ス設計 を  

行 う設 備（機 種）  

【 安全 に係る プロセ ス量

等 の維 持機能 ：安重 表

(12)(15)⑥⑩ 】  

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

第 10 条： 閉じ込 めの 機能  

第 20条 ：計測 制御系 統施 設  

第 22条 ：安全 保護回 路  

・ 分離 建屋及 び精製 建屋 の外 部電

源 喪失 による 建屋給 気閉 止ダ ンパ

の 閉止 回路は セル内 溶媒 火災 時に

お ける 建屋送 風機に よる 入気 を短

時 間（ 約５秒 程度） で抑 制す るた

め に必 要な安 全保護 回路 であ り，

仮 に安 全保護 回路が その 故障 又は

機 能喪 失して も建屋 排気 系に よる

捕 集・ 浄化機 能及び 排気 機能 によ

り 公衆 への影 響は小 さい こと から

耐 震Ｃ クラス  

－  

【 安全 上必須 なその 他の

機 能： 安重表 (15)⑦ 】  

・ 事故 時の放 射性物 質の

放 出量 の監視 機能  

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

第 21条 ：放射 線管理 施設  

・ 設計 基準事 故時に おけ るモ ニタ

リ ング を行う 屋外モ ニタ リン グ設

備 は耐 震Ｓク ラス  

・ 計装 ／放管 設備

【 安全 上必須 なその 他の

機 能： 安重表 (14)】  

・ 事故 時の対 応操作 に必

要 な居 住性等 の維持 機能  

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

第 23条 ：制御 室等  

・ 設計 基準事 故時に 対処 する ため

の 要員 の居住 性を確 保す るた めの

制 御室 換気設 備は耐 震Ｓ クラ ス  

・ ファ ン

・ フィ ルタ

・ 主配 管

【 影響 緩和機 能に係 る支

援 機能 ：安重 表 (8)(15)

⑧ 】

[影響 緩和 機能（ ＭＳ ） ] 

第 10 条： 閉じ込 めの 機能  

第 24 条： 廃棄施 設  

第 20 条： 計測制 御系 統施設  

第 29条 ：保安 電源設 備  

事 故の 影響緩 和行う 機器 の支 援機

能 であ るため ，事故 の影 響緩 和を

行 う機 器と同 クラス の耐 震Ｓ クラ

ス  

・ 電源 盤

・ 蓄電 池

・ 無停 電電源 装置

・ 圧縮 機

・ ボイ ラ

・ ポン プ

・ 熱交 換器

・ 容器

・ 主要 弁

・ 主配 管（可 搬型

ホ ース を含む ）
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